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事業報告

詳細につきましては、招集ご通知の２頁から２４頁をご参照下さい。

企業集団の現況に関する事項



中国をはじめ新興諸国の成長

米国および先進諸国の景気刺激策

世界経済

緩やかな回復基調

先行き不透明な状況

様々な不安要素

新興諸国のインフレ抑制策

中東政変

EU加盟国の財政不安

米国の回復鈍化

新興諸国のインフレ抑制策



政府の景気刺激策

新興国への輸出の拡大

個人消費の持ち直し

国内経済

資源高 ・ 円高
⇒景気動向が懸念

３月１１日
東日本大震災

年度末にかけて急速に落込みを見せはじめる

回復基調



エレクトロニクス業界

エコポイント制度の効果

家電製品の販売数増加

デジタル機器・情報端末の市場拡大

半導体や電子部品
需要増加

エコポイントの終了⇒需要が減速傾向にて推移



１．グループ全体の機動的な運営・効率化

すべてはお客様のためにすべてはお客様のために

２．組織変更 → 連携強化

当社グループ

３．新商材の開拓・取扱商品の充実

経営理念



連結業績連結業績連結業績

１９２．０％増３，７３８百万円連 結 経 常 利 益

１２５．２％増３，５６３百万円連 結 営 業 利 益

０．６％減２３７，９５１百万円連 結 売 上 高

前 期 比

―１，８５４百万円連結当期純利益

前年同期は
当期純損失３１８百万円



国内関係会社

NUMATA（H.K.)CO.,LTD.
沼田商事電子（深セン）有限公司

加賀エージェンシー株式会社

KAGA COMPONENTS（MALAYSIA）SDN. BHD.
加賀電器（香港）有限公司
東莞勁捷電子有限公司
加賀儀器汕頭有限公司

加賀エデュケーショナルテクノサービス株式会社
加賀テクノサービス株式会社 AD DEVICE(H.K.)LIMITED

CyberFront Korea Corporation
株式会社ドリームス
株式会社ディーエス・プレス

株式会社アクセスゲームズ



加賀沢山電子（蘇州）有限公司

海外関係会社

※加賀電子㈱含む

AD DEVICE(H.K.)LIMITED

加賀電器（香港）有限公司

加賀儀器汕頭有限公司

東莞勁捷電子有限公司

HANZAWA（SZ)LTD.

沼田商事電子（深セン）有限公司

加賀電子グループ加賀電子グループ
合計合計 ５９５９ 社社



セグメント別営業の状況

情報機器

ＥＭＳ

半導体

一般電子部品

その他

電子部品事業

情報機器事業

ソフトウェア事業

その他

（前連結会計年度まで）

取扱商品別セグメント

（前連結会計年度まで）

取扱商品別セグメント

（当連結会計年度から）

事業別セグメント

（当連結会計年度から）

事業別セグメント



売上高：1,715億円 （8.7％増）

セグメント利益：29億円 （224.2％増）

電子部品事業

NUMATA（H.K.) CO. , LTD.
当社グループ入り

デジタル家電・携帯電話・ＰＣ・
アミューズメント機器向け半導体・電子部品

海外EMSビジネスの伸長

売上高

セグメント利益

(単位：億円)

(単位：億円)



売上高

セグメント利益

(単位：億円)

(単位：億円)

売上高：508億円 （25.5％減）

セグメント利益：72百万円 （21.6％減）

既存商品の拡販

情報機器事業

取扱製品の商流変更により売上高減少

タブレット端末・モバイル用ＳＤカードなど
新規商材の拡販



売上高

セグメント利益

(単位：億円)

(単位：億円)

携帯型ゲーム機用ソフトウェア開発

アミューズメント機器用画像処理ユニット

売上高：56億円 （110.3％増）

セグメント利益：4億円 （4.5％増）

㈱サイバーフロントのグループ入り

ソフトウェア事業



売上高

セグメント利益

(単位：億円)

(単位：億円)

売上高：98億円 （7.4％減）

セグメント利益：2億円（26.2％減）

その他

ゴルフ用品販売事業

アミューズメント関連機器

店舗の見直し店舗の見直し

販売低調販売低調



72.1%

21.4%

2.4% 4.1%

セグメント別売上状況

情報機器事業ソフトウェア事業

電子部品事業その他

平成23年3月期

＜連結売上高＞

2,379億51百万円



当期における株式取得などグループ再編に関する状況

・・・４ページから５ページ

企業集団の直前３事業年度の財産および損益の状況

・・・ ５ページ

重要な子会社の状況

・・・ ６ページから９ページ

会社の現況

・・・ １５ページから２４ページ



連結貸借対照表

詳細につきましては、招集ご通知の ２５頁 をご参照下さい。



連結貸借対照表 ４２期 ４３期 増減

資
産
の
部

流動資産 ９６８ ９２８ △４０

固定資産 １７１ ２１８ ４７

資産合計 １，１３９ １，１４６ ７

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流動負債 ５８７ ５６９ △ １８

固定負債 ６６ ９０ ２４

負債合計 ６５４ ６６０ ６

株主資本 ４８７ ４９７ １０

資本金 １２１ １２１ －

資本剰余金 １３９ １３９ ０

利益剰余金 ２４０ ２５０ １０

自己株式 △１３ △１３ ０

その他の包括利益累計額

新株予約権

少数株主持分

△１８

－

17

△２８

0

16

△１０

0

△1

純資産合計 ４８５ ４８５ ０

資産合計

968

171

928

218

0

500

1,000

1,500

2,000

４２期 ４３期

流動資産 固定資産

1,146億86百万円
（7億24百万円増）

受取手形及び売掛金

50億40百万円減

受取手形及び売掛金

50億40百万円減

商品及び製品

12億92百万円増

商品及び製品

12億92百万円増

有形固定資産

32億89百万円増

有形固定資産

32億89百万円増

受取手形及び売掛金

50億40百万円減

受取手形及び売掛金

50億40百万円減

負債合計

587

66

569

90

0

200

400

600

800

1,000

４２期 ４３期

流動負債 固定負債

660億87百万円
（6億78百万円増）

支払手形及び買掛金

27億45百万円減

支払手形及び買掛金

27億45百万円減

長期借入金

21億36百万円増

長期借入金

21億36百万円増

485 485

0

200

400

600

800

1,000

４２期 ４３期

純資産合計 485億98百万円
(45百万円増)

１株当たりの純資産額

1,700円68銭
（3円41銭 増）

１株当たりの純資産額

1,700円68銭
（3円41銭 増）

（単位：億円）

自己資本比率

４０．９％ （0.2％減）

自己資本比率

４０．９％ （0.2％減）



連結損益計算書

詳細につきましては、招集ご通知の ２６頁 をご参照下さい。



売上高

2,398 2,379

0

1,000

2,000

3,000

4,000

４２期 ４３期

2,379億51百万円
（0.6％減）

販売費及び一般管理費

270億89百万円
（1.6％増）

販売費及び一般管理費

270億89百万円
（1.6％増）

営業利益

35億63百万円
（125.2％増）

経常利益

12
37

0

20

40

60

80

100

４２期 ４３期

37億38百万円
（192.0％増）

税金等調整前当期純利益

33億63百万円

法人税、住民税、事業税等

15億 9百万円

法人税、住民税、事業税等

15億 9百万円

当期純利益

-3

18

-10

10

30

50

４２期 ４３期

18億54百万円

（21億73百万円改善）

1株当たりの当期純利益

６７円２０銭

1株当たりの当期純利益

６７円２０銭

連結損益計算書
４２期 ４３期 増減

売上高 ２，３９３ ２，３７９ △０．６％

売上総利益 ２８２ ３０６ １０．４％

販売管理費 ２６６ ２７０ １．６％

営業利益 １５ ３５ １２５．２％

営業外損益 △３ 1 －

経常利益 １２ ３７ １９２．０％

特別損益 １ △３ －

税金等調整前当期純利益 １３ ３３ １４０．９％

当期純利益 △３ １８ －

（単位：億円）



単体貸借対照表

詳細につきましては、招集ご通知の ３８頁 をご参照下さい。



資産合計

550

157

526

192

0

200

400

600

800

1000

４２期 ４３期

流動資産 固定資産

718億50百万円
（9億80百万円増）

負債合計

341

39

314

64

0

200

400

600

800

1000

４２期 ４３期

流動負債 固定負債

379億26百万円
（1億99百万円減）

純資産合計

327 339

0

100

200

300

400

500

４２期 ４３期

339億24百万円
（11億79百万円増）

１株当たりの純資産額

1,229円26銭
（42円77銭増）

１株当たりの純資産額

1,229円26銭
（42円77銭増）

自己資本比率

47.2％ （1.0％増）

自己資本比率

47.2％ （1.0％増）

単体貸借対照表 ４２期 ４３期 増減

資
産
の
部

流動資産 ５５０ ５２６ △２４

固定資産 １５７ １９２ ３４

資産合計 ７０８ ７１８ ９

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流動負債 ３４１ ３１４ △２７

固定負債 ３９ ６４ ２５

負債合計 ３８１ ３７９ △１

株主資本 ３２８ ３４１ １２

資本金 １２１ １２１ －

資本剰余金 １３９ １３９ ０

利益剰余金 ８１ ９４ １２

自己株式 △１３ △１３ △０

評価・換算差額等 △１ △２ △０

純資産合計 ３２７ ３３９ １１

（単位：億円）



単体損益計算書

詳細につきましては、招集ご通知の ３９頁 をご参照下さい。



売上高

912 951

0

500

1,000

1,500

2,000

４２期 ４３期

951億94百万円
（4.3％増）営業利益 11億25百万円

（917.5％増）

経常利益 28億52百万円

（63.8％増）

-7 20

-50

-25

0

25

50

４２期 ４３期

当期純利益 20億68百万円

（28億29百万円改善）
1株当たりの当期純利益

７４円９６銭

1株当たりの当期純利益

７４円９６銭

単体損益計算書
４２期 ４３期 増減

売上高 ９１２ ９５１ ４．３％

売上総利益 ８４ ９９ １７．５％

販売管理費 ８３ ８８ ５．６％

営業利益 １ １１ ９１７．５％

営業外損益 １６ １７ ６．７％

経常利益 １７ ２８ ６３．８％

特別損益 △１８ △３ －

税引前当期純利益 △１ ２５ －

当期純利益 △７ ２０ －

（単位：億円）



対処すべき課題

詳細につきましては、招集ご通知の １０頁 をご参照下さい。



① 海外事業の促進および海外拠点の強化

② 業績不振子会社の立直し

③ グループ会社間の連携および協業化・相互支援体制の
強化によるシナジー効果の発揮

④ 技術力の強化、迅速な情報収集力の充実

⑤ 経営効率を高めるためのグループ統治体制の整備

⑥ 環境問題への取り組み

⑦ 内部統制システムの運用徹底



海外事業の促進および海外拠点の強化

連結対象会社数 ５９社（国内２６社／海外３３社）
※加賀電子㈱含む

■加賀デバイス インドに現地法人を設立

会社名 KAGA DEVICES INDIA PVT LTD
資本金 １５００万ルピー（約３０００万円）
設立 ２０１１年８月（予定）
株主構成 加賀デバイス９０％ 加賀電子１０％
代表者 松下茂（加賀デバイス代表取締役社長）
所在地 インド・バンガロール（予定）
事業内容 三菱電機及びその他製品の販売
従業員 ３名



業績不振子会社の立直し

経営効率を高め、業務改革を推進

全社黒字化を目標に営業活動を積極的に推進

収益環境を見直し ⇒ 事業体制の立直し



グループ会社間の連携および協業化・相互支援体制の強化によるシナジー効果の発揮グループ会社間の連携および協業化・相互支援体制の強化によるシナジー効果の発揮

コンポーネントBU
電子事業部他当社の基礎となる
部品ビジネス

（戦略）
大手顧客との関係強化
ECO関係市場へのアプローチ
海外生産・海外開発への対応
新興国へのアプローチ

マニュファクチャリングBU
メーカー機能を活用した物作りビジネス

（戦略）
グループのEDMS受託部門へ
製品の設計開発から生産まで
自社工場の有効活用

エンターテイメントBU
特機事業部が中心となるアミューズメント
業界向けビジネス

（戦略）
恒久的新規商品の提案ソフトウエア企画
開発力強化自社VDPの拡販

インフォメーションBU
加賀ハイテック他が中心となる
情報機器関連ビジネス

（戦略）
流通チャンネルの更なる拡充
総合ネットワークソリューション
サービスの提供

プロモーションBU
エレクトロニクスから派生した様々なビジネス

（戦略）
ラインカードの拡充
テクニカルサポート体制強化
新ジャンルへの挑戦

シナジー効果の追求

加賀電子グループ

ビジネスユニット経営を開始 （BU：ビジネスユニット）



環境関連商品の展開
■ 背景

環境関連商品のニーズ増加 → 地球温暖化への意識向上・コストメリット

Gr事業戦略室を中心に、加賀電子グループを挙げて、環境関連ビジネスを推進

１．ＬＥＤ照明

・世界的な地球環境への危惧 → 各国による温暖化ガスの削減目標

・コストメリット → 従来品に比べ「消費電力」や「耐久性」などにメリット

２．太陽光発電

３．省エネシステム

・・・ 低消費電力・高寿命 → コンビニエンスストアや飲食チェーン店へ

・・・ 自家発電による光熱費の削減 → 一般企業からご家庭へ

・・・ 照明、空調を自動制御 → アミューズメント施設へ



■ＬＥＤ照明を拡販

「省エネ改正法」の施行・・・企業全体でのエネルギー使用量の把握義務

お客様
（企業・工場、コンビニなど）

ＬＥＤ照明を仕入
工事・施工・納品

グループ力を活かして、ＬＥＤに関するワンストップサービスを提供

販売

・ＬＥＤ素子
・ＬＥＤドライバ
・電源など

仕入

販売

加賀電子グループ
世界１６カ国５９社

照明メーカー部品メーカー



加賀電子グループ本社ビル加賀電子グループ本社ビル

アユタヤ工場（タイ）アユタヤ工場（タイ）

加賀香港加賀香港マイクロソリューション（山形新工場）マイクロソリューション（山形新工場）

エレクトロニクスに関する
あらゆるお客様のご要望にお応えします



すべてはお客様のために


